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第Ⅰ章 総合計画の策定にあたって 
１ 計画策定の趣旨 

 

「時間（とき）ゆたかに流れ、くらし潤う創造都市 橋本」を将来像とした第 1 次長

期総合計画の策定から 8 年が経過した現在、人口減少、少子高齢化、厳しい財政状況、

社会情勢の変化や市民ニーズの高まりなどにより、更なる行財政改革の推進に基づく重

点的、効果的な行政運営が求められています。本市が将来に向かって持続的に発展して

いくためには、長期的な視点に立った行政運営と、市民と行政が協働してまちづくりを

進める必要があり、そのためには、めざすべき新たな将来都市像を共有することが重要

となります。 

第 1次長期総合計画から引き継ぐ課題への対応や、平成 27 年度に策定した橋本創生総

合戦略などを踏まえつつ財政健全化計画との整合を図りながら、本市における今後の総

合的かつ計画的な行政運営の指針として、市民の参画を得て、魅力ある協働によるまち

づくりと、その実現に必要な政策・施策をまとめるべく、平成 30 年度からの第２次長期

総合計画（10 年間を予定）を策定します。 

 

社会経済情勢の変化や本市が直面する課題に的確に対応するため、本計画は以下の 3つの視点に基

づき、策定しています。 

（１）市民と連携して取組む計画 

市民、行政がまちづくりの目標や取組み内容を共有し、適切な役割分担を行い、共にまち

づくりの取組みを行う事ができるように、見やすくわかりやすい計画とします。 

 

（２）変化に対応できる計画 

今後、社会経済や国の政策の大きな変化が予想され、より一層効率的で効果的な行財政運

営が求められる中で、経営的な視点に立って、限りある財源を必要な施策に重点的に振り分

ける｢選択と集中｣の視点を持ち、社会経済等の変化に柔軟に対応できる計画とします。 

 

（３）実効性のある計画 

総合計画は本市の最上位計画であり、本計画に基づく具体的な取組の進捗を適切に検証･

評価できる計画とし、これに基づき予算編成、財政健全化・行政改革の基本方針と連動させ

るシステムを確立し、実効性のある計画とします。 

  

２ 計画策定の視点 
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３ 計画の構成と期間 

 総合計画の構成及びそれぞれの期間については、以下のとおりとします。 

（１）構成 

総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画によって構成します。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画期間 

  ●基本構想 ：10 年（平成 30 年度（2018 年度）～平成 39 年度（2027 年度）） 

  ●基本計画 ：前期 5 年（平成 30 年度（2018 年度）～平成 34 年度（2022 年度）） 

後期 5 年（平成 35 年度（2023 年度）～平成 39 年度（2027 年度）） 

  ●実施計画 ：毎年度見直し（平成 30 年度（2018 年度）～平成 39 年度（2027 年度）） 

 

 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 

 

基本構想 

 
基本構想１０年 

 

基本計画 

 
前期基本計画 ５年 後期基本計画 ５年 

 

実施計画 

 

          

  

基本構想 

基本構想は、橋本市が目指す将来像や、まちづくりの基本目

標を設定し、これらを達成するための施策展開の基本方向を

示しています。基本構想は、平成 30 年度から平成 39 年度ま

での 10 年間を予定した構想を策定します。 

基本計画 

基本計画は、基本構想に掲げる目標等を実現するための施策

内容を示したものです。計画期間は、基本構想と同じ 10 年間

を予定しますが、社会情勢の変化等に対応し、実効性のある

計画とする必要があるので、平成 30 年度から平成 34 年度の

5 年間を前期、平成 35 年度から平成 39 年度を後期とし、策

定することとします。 

実施計画 

実施計画は、基本計画に示す施策の具体的な事業を明らかに

するもので、財政的な見通しとの整合性を考慮し、計画期間

を 3年間として、ローリング方式により毎年度策定します。 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 

実施計画 ３年 

※３カ年計画 毎年度 

  見直すローリング方式 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

総合計画の構成 



3 

 

４ 総合計画と部門別計画 

 

行政の各分野では、社会環境の変化や、多様化するさまざまな市民ニーズに対応していくため、基

本計画、基本方針、ビジョンなどを示した部門別計画を策定しています。 

この部門別計画は、法令上の位置づけや計画の対象地域、期間、性格も異なりますが、それぞれの

行政分野がめざすべき方向性や事業の体系を示し、総合計画に適合した内容とすることによって、総

合計画を補完し具体化していく計画として位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補完 具体化 

総合計画 

部門別計画 

子育て・子育て支援 

子ども･子育て支援事業計画 

人権・男女共生 

男女共同参画推進計画 

人権施策基本方針 

人権教育基本方針 

市民協働 

協働の基本指針 

防災・防犯 
交通安全 

地域防災計画 

国民保護計画 

通学路交通安全プログラム 

教育・文化 
スポーツ 

教育大綱 

橋本市の教育 

生涯学習推進計画 

スポーツ推進計画 

健康・福祉 

地域福祉計画 

障がい福祉計画 

さわやか長寿プラン 21 

健康増進計画 

産業・雇用 

創業支援事業計画 

農業振興地域整備計画 

都市整備・公共交通 

都市計画マスタープラン 

地域公共交通網形成計画 

環境・ゴミ 
エネルギー 

緑の基本計画 

一般廃棄物処理基本計画 

地球温暖化防止実行計画 

行財政改革 

行政改革大綱 

財政健全化計画 

公共施設等総合管理計画 
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（３）まちづくりの主な検討事項 
 

①仕事づくりと就業の場 

 

 

 

 

 

②都市の活力向上と魅力発信 

 

 

 

 

 

 

③安心・安全で利便性の高い暮らし 

 

 

 

 

 

 

④豊かな緑に包まれた良質な暮らし 

 

 

 

 

 

⑤子育てと教育環境 

 

 

 

 

⑥生きがいづくりと活躍の場 

 

 

 

 

 

 

⑦持続可能な市政運営 

 

 

 

 

若者をはじめ市民が安心して定住できる環境づくりが求められている中で、生活を維持して

いくことが出来る仕事づくりと就業の場の確保が重要であり、創業支援や企業誘致による新しい

雇用の創出や、市の立地を活かした都市への通勤環境の向上といった働きやすい環境づくりの推

進が必要です。 

定住地として選ばれる都市づくり、地域づくりを進めていくことが求められています。 

恵まれた様々な地域資源を活かし、緑豊かで住みやすいまちとしての本市の魅力を発信する

とともに、市民と連携した観光情報の発信による交流人口の増加を図ることや、市民の生活や産

業活動を支える中小企業、地場産業や農林業の振興と後継者育成といった各種産業の活性化によ

り都市の活力を高めることが必要です。 

誰もがライフステージに応じた安心・安全で健康的な暮らしが出来ることや、将来の人口規模

と時代のニーズに応じた暮らしの利便性が求められている中で、地域での連携による包括的な福

祉・医療・介護の充実や、地震や風水害・火災などへの安全対策、犯罪・事故の少ない安心して

暮らせるまちづくり、道路・上下水道など暮らしの利便性を支える都市基盤づくりを進めること

が必要です。 

本市の特徴である｢都会には無い豊かな緑や自然環境｣を活かしたライフスタイルの実現とと

もに、自然と共生する持続可能な循環型社会への転換が求められている中で、豊かな緑を活かし

た公園・緑地の整備や保全、環境に配慮された生活環境の向上が必要です。 

子育てしやすい環境が求められている中で、子育て世帯の多様な働き方やワークライフバラ

ンスの実現などに配慮しつつ、教育の充実と、地域・学校・家庭・行政が連携した、支援を進め

ていくこと必要です。 

市民の誰もが生きがいを感じ、様々な分野で活躍できる機会が求められている中で、ライフ

スタイル・価値観の多様化に対応できるよう、生きがいづくりとしての生涯学習環境の充実や、

文化芸術活動、スポーツ活動等の地域活動を推進するとともに、誰もがお互いを尊重しあえる

まちづくりが必要です。 

今後、人口減少や高齢化の進展によりさらに厳しい財政状況が予想される中で、市民の多様

な行政需要に対応し、持続可能な市政運営を進めていくためには、行財政改革を進め、効率的

で効果的な行財政運営を進めていくことが必要です。 
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第Ⅱ章 基本構想 
 

１ めざすまちの姿 

本市がまちづくりを進める上での基本となる考え方としての「基本理念」と、めざすまちの「将来

像」を示します。 

（１）まちづくりの基本理念 

 

 

 

①緑豊かで美しい自然と伝統ある文化の中で、活力ある産業と多様な就労機会があり、一人ひと

りが輝くまちをめざします。 

 

②安心・安全な暮らしの中で、こどもから高齢者まで共に育みあえる、いきいきと暮らせるまち

をめざします。 

 

③充実した教育･学習機会があり、学力・生きる力・体力の向上と生きがいづくりができるまち

をめざします。 

 

④誰もが地域のまちづくり活動に参加し、互いの人権を尊重しあう、優しさ･あたたかさのある

まちをめざします。 

 

（２）まちの将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

恵まれた自然と伝統ある歴史に囲まれた中で、賑わいと活力があり、健康であたたかさのある

暮らしができる、人が輝く元気なまちをめざすことをイメージしています。  

 

将来像 

基本理念 
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２ まちの将来像の実現 

まちの将来像を実現するための方向を示す「基本目標」と、これを実現するための「分野別政策」

及び取り組みを進める上での基本的な方針となる「行政推進の基本方針」を示します。 

（１）基本目標と分野別政策 

 

 

 

定住人口、交流人口の増加を図り、地域に活力を生み出すためには、働きやすく活力ある産業

づくりや雇用を確保することや、都市の魅力を高め積極的に市内外に発信することが重要です。 

地域経済の活性化や雇用の創出を促すとともに、市内だけでなく市外への働きかけや関係づく

りを積極的に行っていく必要があることから、基本目標の一つを「創る」としました。 

 

【分野別政策】 

①賑わいと活力を創出する地域産業づくり 

農林業、商業、工業、観光産業、その他サービス業などの産業の活性化、地場産業の経営基盤

の強化、はしもと産品のブランド化などにより、賑わいと活力を創出する地域産業づくりを推

進します。 

②雇用の創出と就労環境づくり 

多様な業種の企業を誘致することや、起業･創業の支援などの取組みにより雇用を創出するとと

もに、働きやすい環境づくりを推進します。 

③充実した情報整備と魅力的なまちづくり 

多様な方法による市民目線での分かりやすい情報発信に努め、本市が有する多様な資源を見直

し･磨きをかけシティセールスを推進します。 

 

 

 

 

豊かな緑を活かしつつ、誰もが暮らしやすい環境を実現するためには、生活の安全を市民と行

政の連携した取り組みによって確保するとともに、次世代に渡って持続可能な社会の仕組みづく

りに取り組み、誰もが安心できる健やかな暮らしを守っていくことが重要であることから、基本

目標の 2つめを｢守る｣としました。 

 

【分野別政策】 

①安心・安全な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 

災害・犯罪の対策や、交通安全の取組み、消費生活における相談・対応により、安心・安全に

暮らせるまちづくりに努めるとともに、公共交通・道路・上下水道など暮らしの利便性を支え

る都市基盤づくりに努めます。 

②豊かな自然と暮らしが調和する生活環境づくり 

豊かな自然環境や、魅力的な景観を活かした良好な住環境や公園・緑地の整備・保全に努める

とともに、循環型社会へ向けた取り組みがなされ、環境に配慮したまちづくりを推進します。 

③住み慣れた地域で安心し住み続けられる持続可能な仕組みづくり 

誰もが住み慣れた地域で安心して住み続けられるよう、健康づくりの推進と医療体制の整備、

地域における支え合いの仕組みづくりなどの取組みを推進します。また、生活の基盤となる社

会保障制度の適切な運用により持続可能な社会の仕組みづくりに努めます。  

基本目標１．「創る」 産業の振興と雇用を創出し定住できるまち 

～新たな市場と結びつく仕組みをつくる～ 

 

基本目標２．「守る」 安心・安全な暮らしを守り支えるまち 

～健やかな暮らしを守り支える仕組みをつくる～ 
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誰もが生きがいを感じられる中で、共に育み、学び合える社会をつくるためには、地域の誰も

が連携して子育てに関わることができる仕組みづくりや、互いを思いやることができる豊かな心

を育てていくことが重要であることから、3つめの基本目標を｢育てる｣としました。 

 

【分野別政策】 

①一人ひとりの個性が尊重され思いやりのあるまちづくり 

誰もが互いの人権を尊重しあうとともに、あらゆる分野での男女共同参画が進み、一人ひとり

の個性が活きる思いやりのあるまちづくりを進めます。 

②妊娠から出産、子育てから教育まで切れ目のない支援とそれを支える地域社会づくり 

地域ぐるみで子育てに取組む社会づくりを進めるために、地域、保護者、学校・行政が連携で

きる仕組みづくりを推進し、児童福祉や子育ち・子育て支援を充実するとともに、質の高い学

校教育を推進します。 

③生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくり 

子どもから高齢者まで生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくりのために、

生涯学習を推進するととともに、生涯スポーツの振興や青少年の健全育成を推進します。また、

併せて文化芸術の振興や豊かな歴史遺産の保存と活用を進めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

基本目標３．「育てる」 こどもから高齢者まで共に育み学び合うまち 

～人が育ち学び合う仕組みをつくる～ 

 

産業の振興と雇用を創出し定住できるまち 

子どもから高齢者まで共に育み学び合うまち 安心・安全な暮らしを守り支えるまち 

新たな市場と結びつく仕組みをつくる 

健やかな暮らしを守り支える仕組みをつくる 人が育ち学び合う仕組みをつくる 
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（２）行政推進の基本方針 

3 つの基本目標に掲げる様々な取組を着実に進め、まちの将来像を実現するための「行政推

進の基本方針」を、以下の三点とします。 

 

 

 

 

 

 

  

■ 協働によるまちづくり 

市民が主体的にまちづくり活動に参加できるよう、情報共有と市民参画を積極的に推進して

いくとともに、地域コミュニティの活性化に努めていきます。 

 

■ 持続可能な行財政運営 

今後、生産年齢人口の減少による市税収入の低減、高齢化等に伴う社会保障関係費の増加、

公共施設の維持に係る支出の拡大などが想定される中で、施策の選択と集中により必要性が高く

投資効果が見込まれる施策に重点的に投資するなど、財源を効率的･効果的に活用することで、

持続可能なまちづくりをめざします。また、限られた人的資源を有効に活用しながら、効率的に

行政サービスを提供して行くため、社会経済状況の変化に柔軟に対応できる組織体制を構築する

とともに、職員の能力と意欲向上を図ります。 

 

■ 多彩な連携の推進 

大規模災害や救急医療等の緊急時における危機管理の対応等の広域的な課題に対しては、周

辺自治体や民間事業者等と連携し、共通の課題の解決を図ります。また、交通、観光交流、生涯

学習、文化芸術など広域的な連携により施策の効果が増幅される課題に対しては、周辺自治体や

民間事業者等と積極的に連携し、地域の活性化や市民の利便性向上等に取り組むものとします。 
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３ 将来の人口 

まちづくりの基本指標として、人口の見通しを以下のとおり設定します。 

（１）将来の人口の見通し 

将来人口は 2015 年（平成 27年）の住民基本台帳の人口を基準とし、昨年、2015 年（平成 27

年）に策定された、橋本創生｢総合戦略｣での推計方法に準拠して計算し、目標年次である 2027

年（平成 39 年）の将来人口を 60,000 人と設定します。 

 

 

 

 

■橋本市の人口の長期的見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※社人研：国立社会保障・人口問題研究所 

※人口推計の前提条件と推計方法 

 

①橋本市の平成 24年の合計特殊出生率（女性が生涯、何人の子どもを生むかの割合、国は 1.35、

県は 1.46）は 1.26 であるが、平成 32年に 1.55、平成 42年に 1.8、平成 52 年に 2.07 まで上

昇するものと想定している。 

 

②移住･定住促進施策を重点的に行う事により、転出傾向の強い 15歳から 29歳までの純移動率を

平成 27 年以降、5年毎に 20％ずつ縮小することとし、20年後平成 47年には移動が均衡するも

のと想定している。 

 

③人口の推計方法は、コーホート法という方法（人口の過去の推移を参考に、出生率と人口移動

率、年齢別人口の生存率を想定して推計する方法）で、国立社会保障人口問題研究所の推計方

法に準じて推計を行っている。 

  

最新の社人研推計に変更は可能？ 

未公表では？ 

目標人口：2027 年（平成 39 年）60,000 人 

基準値 
（2015 年） 

新基本構想
（2027 年） 

60,000 人 
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４ 将来の都市構造について 

本市がめざすべき都市空間の将来の姿について、形態や配置、仕組みなどの都市構造を示します。 

（１）将来の都市構造の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）土地利用構想 

■拠点の形成 

Ａ．都市拠点 

市役所周辺(シビックゾーン)を都市拠点として位置づけ、都市の中心として行政サービスや

生活利便施設などの都市機能の集積を図ります。 

 

Ｂ．地域拠点 

橋本・御幸辻・林間田園都市・高野口・4 駅及び京奈和自動車道橋本東ＩＣ周辺を地域拠点

として位置づけ、居住・商業等の生活機能の集積を図ります。 

 

Ｃ．環境調和型産業拠点 

紀北橋本エコヒルズ、（仮称）あやの台北部用地を環境調和型の産業拠点として位置づけ、周

辺の環境と調和した産業の誘致に努めます。 

 

Ｄ．交流レクリエーション拠点 

「杉村公園」周辺、「橋本市運動公園」及び「やどり温泉いやしの湯」周辺を交流レクリエー

ション拠点として位置づけ、市民の交流活動や余暇活動の場としての活用を図ります。 

 

 

 

  

関連する写真 関連する写真 

将来の人口減少等に対応できるよう、都市機能や居住地を集約し、これらの拠点

を公共交通や幹線道路によるネットワークで連絡することで都市拠点や生活拠点に

よって構成される集約連携型の都市構造をめざしていくこととします。 

また、少子高齢化や社会情勢の変化等による必要に応じた見直しを検討するなど、

計画的なまちづくりを進めます。 
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■ゾーン別土地利用 

①市街地ゾーン 

道路軸と鉄道軸を中心に発達形成された市街地区域等を「市街地ゾーン」とします。このゾ

ーンでは、秩序ある土地利用や建築活動の誘導を図るとともに、市街地の無秩序な外延化を防

止します。 

また、賑わいと活力ある商業地づくりを促進するとともに既成市街地等の住宅地では、増加

している空き家の利活用を促すなど空洞化を防ぎ、生活利便施設の立地などを誘導することで、

生活環境の向上を図ります。 

市街地及びその周辺では、地域の特色を活かした景観作りを促進し、緑地や河川等の保全に

努めます。 

 
②農業増進ゾーン 

本市北部の丘陵部や南部の紀の川沿いの丘陵地に広がる優良農地の区域を「農業増進ゾーン」

とします。このゾーンでは、市街地のスプロール化・拡散化等による優良農地の虫食い的な土

地利用や荒廃化を防止し、豊かな土地や水資源に育まれてきた地域農産物の高付加価値化と都

市近郊型農業を推進します。 

 
 

③自然共生ゾーン 

森林と農地などが混在する区域は「自然共生ゾーン」とし、里山や農地等の自然や景観の保

全を図るとともに、自然・農業体験や環境学習など、市民や来訪者が自然とふれあう場として

の活用を図ります。また、集落地においてはコミュニティの維持や農地等の荒廃化に留意しつ

つ、生活環境の充実など集落環境の向上に努めます。 

 
 

④森林保全ゾーン 

金剛生駒紀泉国定公園を含む市域北部の山地、及び高野山町石道玉川峡県立自然公園を含む

南部の山地を「森林保全ゾーン」とします。 

このゾーンでは、災害の予防や水源かん養をはじめ、地球温暖化の防止、良好な環境・景観

といった、公益的な機能の維持・増進のため、開発行為の適正な規制等により、自然環境の保

全に努めます。 

 
⑤広域水系軸（紀の川） 

紀の川については、ダムによる安定した河川の治水機能が保持されるなかで、多様な交流の

場や市民の憩いの場などとして、本市のシンボルとなる美しい水辺空間の保全と活用を図りま

す。 

 

⑥交通軸 

南海高野線、JR和歌山線の鉄道や、京奈和自動車道、国道 24 号、371 号等の道路による軸を

骨格として、土地利用の適切な誘導を図ります。また、自動車を利用しない高齢者、障がい者

などに配慮しつつ、拠点間や土地利用の各種ゾーンを有機的にネットワークするため、民間路

線を機関路線として支援する形で支線（地域公共交通網等）を配置することで、全体の利便性

を確保・向上を図ります。  
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農業振興･活性化のエリア 
②農業増進ゾーン 

農地を保全し、農業振興･活性化を促

すエリア 

③自然共生ゾーン 

農地と里山などが混在するエリア 

 

森林緑地･自然環境の保全エリア 
④森林保全ゾーン 

本市を初め広域的な山林緑地を構成する

緑地･自然環境を保全するエリア 

⑤広域水系軸 

紀の川を軸とした、自然･水利を活かした

交流・憩いのエリア 

各種エリアの連携 
⑥交通軸 

それぞれの拠点と市外の都市、市街

地の各エリアを連絡･連携するため

の軸 

森林保全ゾーン 

自然共生ゾーン 

農業増進ゾーン 

都市構造図 
都市活動や生活･交流の舞台となる
エリア 

①市街地ゾーン 

生活や産業等の都市活動を充実するエリア 

都市機能の集積拠点 

Ａ．都市拠点 

広域拠点及び本市の拠点としての都市機能

の集積地 

Ｂ．地域拠点 

地域生活の拠点としての、居住、商業、交通

等、生活機能の集積地 

Ｃ．環境調和型産業拠点 

産業機能の集積を図る拠点 

Ｄ．交流レクリエーション拠点 

市民交流活動・余暇活動の推進を図る拠点 
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第Ⅲ章 基本計画 
 

１ 基本計画について 

 

基本計画は、基本構想に示したまちづくりの基本目標とまちづくりを支える政策に基づき、まちづ

くりの分野ごとに施策及び事業の体系をしめす分野別計画で構成します。 

分野別計画は、10 年間の施策ごとの方向性を明らかにするとともに、平成 30 年度から平成 34年度

までの前期 5年間の主な取組を示します。 

また、本計画を着実に推進していくために、施策の選択と集中を図る先行プロジェクトを定めると

ともに、予算との連動性を強化し、行政評価を活用したＰＤＣＡサイクルに基づく施策の進行管理を

行う計画とします。 

 

 

 

  



14 

 

２ 財政状況の見通し 

 

■本市の財政状況 

本市の財政状況は、一般的に地方公共団体の黒字・赤字を判断する実質収支は黒字を確保して

います。しかしながら前年度からの繰越金を除いた実質的な単年度の収支から赤字要素である財

政調整基金の取り崩しを差し引いた実質単年度収支では、平成 24 年度以降赤字が続いています。

特に平成 26 年度は、6億円以上の赤字となっており、基金に依存した財政体質となっています。

一方基金残高は年々が減少しており、このままでは基金が枯渇して赤字団体に転落する恐れがで

てきました。 

そのため本市ではこの危機的な状況から脱却するため、平成 27年 12 月に「財政健全化計画」

を策定して、職員数の削減や給与カット、臨時・嘱託職員の適正配置、物件費等のランニングコ

ストの縮減、投資的経費の抑制、補助費等の見直しなどに取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※実質収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※実質収支 

  地方公共団体の純剰余金又は純損失金を意味し、黒字・赤字団体の区分の指標です。 

  (実質収支)＝(歳入－歳出の差額)－(翌年度へ繰越すべき財源) 

 

 ※実質単年度収支 

  実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額（単年度収支）に、実質的な赤字・黒字要素（財政調

整交付金積立て・取崩し、地方債繰上償還）を加減したもので、当該年度だけの実質的な収支を把握

するための指標です。   

(実質単年度収支)＝ 

(当該年度実質収支―前年度実質収支)+(財政調整基金積立)－(財政調整基金取崩し額)+(地方債繰上償還)  
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（単位：百万円）
歳入の見通し

歳出の見通し
（単位：百万円）

16,309 16,108 16,135 16,130 16,045 15,959

4,856 4,964 5,035 5,076 5,157 5,219

3,110 1,756 1,557 1,891 1,632 1,632

2,395
1,948 1,698 1,848 2,198 1,978

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

市税・地方交付税等 国県支出金 市債 その他

4,200 4,248 3,968 4,090 4,116 3,973

4,964 4,954 5,062 5,120 5,247 5,340

3,906 3,821 3,754 3,717 3,837 3,644

2,560 889 680 1,032 780 780

11,015
10,846 10,926 10,961 11,018 11,021

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他

 

■今後の財政状況の見通し 

平成 28 年度決算においては、財政健全化の効果もあり、財政調整基金などの主要基金をほとん

ど減らすことなく黒字を確保することができました。しかしながら市税収入や地方交付税が減少

する一方で、公共施設等の老朽化・長寿命化対策や障害者自立支援給付、子ども子育て支援制度、

後期高齢者医療、介護保険など社会保障関連経費の増加が見込まれるとともに、病院事業会計や

公共下水道特別会計への多額の繰出しも引き続き必要となることから今後も厳しい財政状況が続

くと考えられます。 

このような中、長期総合計画に位置付けられた各種事業を実施するためには、「財政健全化計画」

や「行政改革推進計画」の着実な実行はもちろんのこと、身の丈にあった事務事業の展開を進め、

限られた財源を効果的に活用するため行政サービスの選択と集中、行政の効率化を図り、持続的

なまちの発展に資するための取り組みが必要となります。 
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３ 行政推進の基本姿勢 

 

 

■ 協働によるまちづくり 

 

 

■ 持続可能な行財政運営 

 

 

■ 多彩な連携の推進 
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４ 基本計画の体系 

 

 

 

 

産業の振興と雇用を創出し定住できるまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安心・安全な暮らしを守り支えるまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■3 つの基本目標 ■９の分野別政策 ■３８の施策項目 

基本目標 創る 

 

 

施策項目１商工業   施策項目２農林業   施策項目３観光 

賑わいと活力を創出する地域産業づくり 分野別政策 1 

 

 

施策項目４雇用・就労・労働環境       施策項目５企業誘致の推進 

雇用の創出と就労環境づくり 分野別政策 2 

 

 

施策項目６シティセールス          施策項目７情報発信の強化 

充実した情報整備と魅力的なまちづくり 分野別政策 3 

基本目標 守る 

 

 

施策項目 ８危機管理・災害対策      施策項目 ９消防・救急・救助体制 

施策項目１０防犯対策・交通安全      施策項目１１消費生活 

施策項目１２地域公共交通網        施策項目１３土地利用・市街地整備 

施策項目１４道路整備           施策項目１５上下水道 

安心・安全な暮らしと、生活の利便性を支える都市基盤づくり 分野別政策１ 

 

 

施策項目１６自然環境           施策項目１７循環型社会づくり 

施策項目１８環境衛生の充実        施策項目１９魅力的な景観の保全・創造 

施策項目２０住宅環境           施策項目２１公園・緑地 

豊かな自然と暮らしが調和する生活環境づくり 分野別政策２ 

 

 

施策項目２２健康づくりの推進と医療体制  施策項目２３社会保障制度 

施策項目２４地域福祉           施策項目２５高齢者福祉 

施策項目２６障がい福祉 

住み慣れた地域で安心し住み続けられる持続可能な仕組みづくり 分野別政策３ 
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子どもから高齢者まで共に育むまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 育てる 

 

 

施策項目２７人権と平和      施策項目２８男女共同参画社会の実現 

一人ひとりの個性が尊重され思いやりのあるまちづくり 分野別政策１ 

 

 

施策項目２９子どもを産み・育てやすい環境の充実 

施策項目３０配慮が必要な子ども・家庭の支援 

施策項目３１地域・家庭・学校・行政の連携による支援体制  

施策項目３２学校教育 

妊娠から出産、子育てから教育まで切れ目のない支援とそれを支える
地域社会づくり 

分野別政策２ 

 

 

施策項目３３生涯学習の推進       施策項目３４生涯スポーツの振興 

施策項目３５豊かな歴史遺産の保存と活用 施策項目３６文化芸術の振興・国際交流 

施策項目３７青少年健全育成の推進    施策項目３８地域コミュニティの充実 

生涯にわたる生きがいづくりと心の豊かさを高めるまちづくり 分野別政策３ 


